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Abstract
写　1　Or
we model the production allocation choices and monopoly-union wage decisions of a multinational
enterprise (MNE) in a three-country framework… Products made in foreign developing countries are
of lower quality than those made in the home country. Substitutability of goods made in each country
differs in quality. We investigate how wage variation in the foreign countries affects production and
wage setting of the monopoly-union…
1.はじめに
多国籍企業のグローバルな活動は国際貿易の主要な問題となりつつある。特に米国企業を代表と
して日本企業を含め、世界の多Bl籍企業は中国の安価な労働力を利用した中国での現地生産は盛ん
である0 -万、昨今の新しい動きとして日本企業に代表されるように本国への生産のシフトが生じ
ているo
国際貿易理論の分野における多国籍企業理論は多くの関心を集めているoその方向性も多様であ
り、基本的な議給としては第-に挙げなければならないものはそもそも企業はなぜ多国籍化するの
かというものである。この議論の中心は輸送コストの削減や関税を含めた保護主義的な政策を回避
するために多国籍化するというのものである1)。次に別の多国籍企業理論の展開としては多国籍企
業の進出形態に関する議論であるOこれは古典的な議論では輸臥　ライセンシング、現地生産のい
ずれの進出形態をとるのかという議論から始まっており、さらに最近は単独で進出するのか合弁事
・荻野道雄名誉教授の退職記念号に寄稿できたことはたいへん悦ばしいことであるo荻野名誉教授の名前
を知ったのは香西氏との共著であるr日本掛斉展望(H本評論社)を通じてであり、二十数年前に遜
る。本学に赴任後、同じフロアーであるため、 E]々接することなり、大変お倣話になり、ここに御礼申
し上げたい。
]1 Horstmann and Markusen (1992)を始めとして多くの研究が存在する。
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業形態で選出するのかという議論に変化している。また別の方向性としては研究開発部門を自国に
置くのかそれとも現地に置くのかという議論も盛んである。進出形態の議論を整理した最新のもの
にはSpencer (2005)が不完備契約理論に基づく有益なサーベイとなっている。不完備契約理論2)
に基づく多国籍企業論はここ数年極めて増大しているOこの理論に基づく多国籍企業理論が盛んに
なる前はWilliamson流の取引費用理論に基づく多国籍企業理論があったOその代表例はEthier
(1986)であるo不完備契約理論に基づく多国籍企業論は"international outsourcing"という名称
で呼ばれており、 GrossmanandHart (1986)の財産権アプローチに基づくものとしてはAn-
tras (2005)などが存在する。
本論文は不完備契約理論に基づく"international outsourcing"とは異なった視点で、多国籍企業
のinternational outsourcing"を考えているo我が国の大手家電メーカであるシャープは生産拠点
を14カ国に置き、テレビ事業の分野では液晶テレビにおいて国内でトップのシェアを誇る。
シャープは2007年の時点では液晶テレビの生産を5カ所に集約している。特に日本の亀山工場は
"亀山モデル'という名称を与えているように高級高品質の液晶テレビを生産しているoつまり、
高品質のテレビは自国工場で生産していることになる0 -方、フィリピンではブラウン管テレビが
主流であるため、フィリピンで生産を行っている。このようにシャープに代表されるように高品質
の財は自国で生産し、その他の財を"international outsourcing"しているケースは多数存在する3)。
そこで本稿ではこのような現実経済の動向を踏まえ、多国籍企業の"international outsourcing
モデルを考えるo多国籍企業の本国である自国(Ⅹ国)では高品質な高級品を生産する工場(以下、
生産プラントと呼ぶ)が存在するoこの企業は自国の生産プラント以外に2園(Y臥Z国)で自
国財と代替的であるが同質的ではない財を生産するプラントが存在する。 Y国では中品質な財を生
産するプラントがあり、 Z国では低品質な財を生産するプラントが存在する。 3国で生産された財
はすべて多国籍企業の本国であるⅩ国に独占的に供給されるOここでは議論を単純化するために
生産要素は労働のみとし、各回の労働者の生産性は同一であり、労働者の国家間の移動は存在しな
い。また、 Y国およびZ国の労働者の貸金は完全歳争的な労働市場を考えるので、外生的に与えら
れているo　自国の生産プラントの労働者は企業内労働組合に加入しており、労働組合は効用を最大
化するように貸金を決定している。このようなセッティングのもとで、多国籍企業は自国を含め、
3国の生産プラントでの各国の生産量の決定を行うD
本稿はZhao andXing (2006)を拡張したものであるO彼らの分析は本稿と同様に多国籍企業が
自国を含め、 3匡lで生産を行い、自国市場に独占的に供給している。彼らの分析は自国を含め3国
の為替レートの変化に対して、各国の生産がどのように変化しているかを分析している。本稿との
最大の相違点は彼らの分析は労働市場について特に考えているものではないため、本稿のような労
Z)辞しくはGrossmanand Hart (1986)などを参照されたい。
3)シャープは`工場の差がテレビの差になる"と強調している。
http:/ /www.sharp.co.jp/kameyama/fe;地re/index.hbnlを参照されたい。
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働組合の存在も考えていない。したがって、本寸削ま彼らの分析を労働市場と労働組合の存在を考慮
に入れた拡張した分析となっている。
本稿の構成は以下のようになっている。次節では本稿の基本モデルが提示されているO第3節で
は多国籍企業の生産量の決定と比較静学分析が行われている0第4節では労働組合の貸金の決定が
生産量の決定に与える影響を考えている。第5節が結論である。
2.基本モデル
多国籍企業は先進国である自国および発展途上国の2匡l (Y国、 Z国)の生産プラントにおいて
財の生産を行っているoその財はすべて自国市場に供給されている。この多国籍企業は自El市場に
おいて独占企業であり、自国を含めた3国で生産された財は代替的であるが同質的ではない財であ
る。自国において生産された財は高級品であり、 Z国で生産された財は低品質な財であり、 Y国で
生産された財は自国とZ国で生産された財の中間に位置するような品質の財であると仮定する。
したがって、自国(x財)、Y国b,財)とZ国(Z財)の供給する財は差別化されていることから
異なった需要関数となっている。 x財、 y財、 Z財の逆需要関数は
%-a-x-(ay+飴)
py-b-y- (ax+rz)
♪z-c-z- {@z+ry)
となっているo α、 β、 γに関して次のような仮定を満たしているものとするo
0<β<α<1、 0<β<γ<1
?????????
m
多国籍企業は3国において同一の生産技術を用いており、単純化の仮定として労働1単位より財
1単位が生産されるものとする。各国の賃金をwJ、 W,、 Wzとすると、多国籍企業の利潤は3国の生
産プラントの利潤の合計となり、
7E-抄.-wx)x + {py-wy)y + (♪<z- wz)Z-2f(5)
となる。′はY国およびZ国で現地生産を行うためにサンクコストを表している。各国の賃金水準
はwx>wy>wzという関係を満たしている. Y国およびZ国の賃金水準は完全錬争的な市場で決定
されているのに対して、自国の賃金水準は外部労働市場と隔絶された内部労働市場において多国籍
企業の企業内労働組合によって決定されている。企業内労働組合の効用関数は
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U-wxx　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(6)
である4)。労働組合は(6)の組合の効用を最大化するように賃金水準を決定するo
多Bl籍企業と労働組合の2段階の動学ゲームを考えるo第一段階で労働組合は組合の効用を最大
化するように賃金水準を決定するo　これを受けて第二段階で多国籍企業は利潤最大化を実現するよ
うに自国、 Y国、 Z国における各生産プラントの生産量をそれぞれ決定するo　このゲームの均衡概
念はサブゲーム完全均衡であり、通常の手続きに従い、バックワードにゲームを解くことになるO
したがって、多国籍企業の各国の生産プラントでの生産量の決定から考える。
3 …　多国籍企業の生産量決定と比較静学分析
多国籍企業は(5)を最大化するようにx、 y、 Zを最大化する。したがって、 (1)-(3)を(5)
に代入し、 1階条件を求めると、
a-2x-2(ay+{3z) -ォv-0
b-2y-2(α・x+rz) -wy-o
c-2z-2(蝕+7y)-w*-0
(7)
(8)
(9)
となる(7)-(9)を同時に満たすように多国籍企業の各国の生産プラントの生産量が決定されて
いるo本稿では具体的な生産量を求めるのではなく、 Y国およびZBlでの賃金水準の変化5)が自国
を含め、 3回での生産プラントにおける生産量の変化を考える。したがって、 (7)-(9)を全微分
し、比較静学分析を行うo
各国の賃金の上昇が自国の生産に与える影響を考えるo結果は次のとおりである.
忠-誓<o
rfr　_　　　α
dwy
>0
(10)
OJの
41本来労働組合の効用関数は貸金と雇用量(U　の横であるu-馳Lとなるが、既に説明したように生産
関数がx=Lであるので、 (6)のようになる。
5)具体的には貸金の上昇を考える。
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dT　_　OT-p
dw:~　~i- (12)
(10)-(12)のAは△=2(tf+OL+f-2αβγ-1XOを表している(10)および(ll)の結果
は当然のものである6)。自国の貸金の上昇は限界費用の増大を意味するので、自国の生産量は減少
する。中品質の財を生産するY国の貸金の上昇は自国財と代替性が強いので、自国財の生産の拡
大をもたらす(12)の結果はZhaoandXing (2006)が指摘するのと同様に暖味であるO次のよ
うな仮定をおいて考えるo
α>β/γであると仮定するなら、 (12)は負となる。これはx財とy財の代替性が高く、 αが1に
近く、 x財と.Z財の代替性がy財とZ財の代替性に比べ、低い状態を表しているOこの場合、 (12)
が示していることは発展途上国(Z国)における貸金の上昇は多国籍企業にとってZ財はx財との
代替性が低いので、費用の上昇を避けるために自国の生産を減らし、 ∬財と極めて代替性の高いY
国での生産を増大させることを示しているO (以下、このケースをcaselと呼ぶ)
次にα<β/γのケースを考えるO　この場合は(12)は正となるOこれはx財とy財の代替性が相
対的に低く、 x財と2財の代替性がy財と2財の代替性に比べ、相対的に高い状態を表している。
(12)が示していることは発展途上国(Z匡l)における貸金の上昇は多国籍企業にとって2財は∬
財およびγ財との代替性が低いので、費用の上昇を避けるために自国の生産およびY匡lでの生産
を増大させることを示している(以下、このケースをcase2と呼ぶ)。各国の賃金の上昇がY匡lの
生産に与える影響を考える。結果は次のとおりである。
霊-旦岩,o
忠-誓<o
盈-聖,o
(13)
(14)
(15)
(13)は注の6)において指摘された結果より導出されている(13)において示されているよう
に自国の貸金の上昇に対してY匡lの生産プラントの生産量は常に増大することであるO両国間の
財の代替性の程度に関係なく、中晶質の財の生産は自国の賃金の上昇に対して増大効果となるo　こ
の結果は、発展途上国であるZ国の賃金の上昇に対しても類似の結果をもたらしている。 (15)に
61ただし、 (ll)においてα>βγ>0である。
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おいてγ>αβが成立しているので、正となり、発展途上国における賞金の上昇は中晶質の財の生
産を骨に増大させることとなるo
各国の賃金の上昇がZ国の生産に与える影響を考える。結果は次のとおりである。
遜_ =些二男
die.　　ユ
孟一票,o
盈=空くo
(16)
(17)
(18)
(16)の結果は(12)の結果を適用できる蝪easelの場合、 α>β/γであると仮定するなら、 (16)
は負となり、その理由は自国の貸金の上昇は多国籍企業の費用上昇となるので、代替性の高いy財
の生産を増大させると同時にx財と代替性の低いZ財の生産を減らすことで、費用削減を図ってい
るO次にcase2の場合、 α<β/γを仮定した場合、 (16)は正となる。これはx財とy財の代替性
が相対的に低く、 x財と2財の代替性がy財とZ財の代替性に比べ、相対的に高い状態を表してい
る(16)が示していることは自国における賃金の上昇は多国籍企業にとってx財はy財およびZ
財との代替性が低いので、費用の上昇を避けるためにZ国の生産およびY国での生産を増大させ
ることを示している。
4.労働組合の賃金決定が生産量決定に与える影響
ゲームの第一段階について考えるo　ここでは自El企業の労働組合が組合の効用を凝大化するよう
に賃金水準を決定する(10)より明らかなように労働組合にとって貸金の上昇は雇用量の減少に
つながる。つまり貸金上昇と雇用量はトレードオフ関係にある。したがって、このトレードオフ関
係を考慮に入れながら最適な賃金水準を決定する。具体的には(7)-(9)を同時に満たすような
自国プラントの生産量を求め、これを(6)に代入し、自国貸金W,に関して一階条件を求めること
により、貸金が求まり、
(α-βγM+ (β-αr)wz+a{l-f) -b{α-βγ蝣) -cCβ-αγ)
2(1-/) (19)
となる(19)よりY国およびZ国の貸金上昇に伴う自国の労働剣1合の決定する貸金への影響は
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怒丁蒜告,o
∂也_ β-αγ
∂to. 2(1-f)
(20)
(21)
となる(ll)より中品質の財を生産するY国の貸金の上昇はⅩ国の生産プラントの生産量を増大
させるので、労働組合はこれを読み込んで貿金上昇を要求するため、 (20)は正となる(21)は
caselおよびcase2に分けて考える　caselの場合、 (21)は負となり, Z国の貸金が上昇した場
合、自Blの労働組合は自国賃金を引き下げる　caselにおいては(12)は負となり、 Z国の貸金の
上昇は自国の生産プラントの生産最の減少をもたらすo Lたがって、自国の労働観合はこれを読み
込んで、自国の賃金を低下させるため、 (21)は負となる。一方、 case2の場合、 (12)が正となる
ので、自国の生産プラントの生産量の拡大を労働組合は読み込んで自国貸金を上昇させる。
命鷺1低品質の財を生産する発展途上国における貸金上昇はα>β/γのとき、自国の労働組合は
貸金の引き下げを受け入れ、 α<β/γのとき、貸金の上昇を要求するo
(19)を自国の生産プラントの生産量に代入すると、自国の生産プラントの生産量はY国とZ匡lの
貸金の関数となる。 Y国およびZ国のそれぞれ賃金の変化に対する自国プラントの生産量の変化は
忠-怒,o
_鑑=旦こ瑠
∂wg　2△
(22)
(23)
となる(22)は(ll)と同様にY国の賃金上昇は自国の生産プラントの生産量を増大させるo L
かし、 (22)は(ll)に比べ、その生産量増大効果は半減している(ll)は自国の貸金が一定のも
とで考えた効果に対して、自国の生産プラントの生産墓の増大を労働組合は読み込んで(20)より
貸金の引き上げを多国籍企業に要求するために、生産量の増大効果は低下することになる。また、
(23)においてはcaselの場合は(12)と同様に生産量は減少するが、 (23)から明らかなことは
生産量の減少効果は半減しているO　これは(21)が示しているようにZ国の貸金上昇に対して生
産量の減少を読み込んで賃金の引き下げを行うために、その減少効果は低下することになる　case
2についても同様に考えることができる。
27
経済学紀要　第32巻　第1/2号
命題2　外国の賃金上昇に対する自国の生産量に与える影響は自国貸金が一定の状態に比べ、労働
組合が貸金を決定する場合、その影響は半減する。
次に(19)をY国の生産プラントの生産量に代入すると、 Y国の生産プラントの生産量はY国
とZ国の貸金の関数となる。 Y国およびZ国のそれぞれ賃金の変化に対するY国生産プラントの
生産量の変化は
dy _ A -2(l-Oi)(l-f)
∂W,
旦=
LIu 'i
4(1-/)A>0
(2γ-αβ) U-rO -γ(o?+Oi+2αβγ)
2 1-7*)A
(24)
(25)
となる(24)と(25)の結果は(14)および(15)と異なる。 (24)について考えるなら、 Y国の
賃金上昇は(14)が示すように自国の賃金が所与とするならば、単純にY国の生産プラントの生
産量の減少につながる。しかし、 (20)が示すように自国貸金上昇につながるため、 (13)が示すよ
うにY国の生産量を増大させる効果があるo Lたがって、 Y国の賃金上昇に伴う直接的なY国の
生産量の減少効果よりも間接的な自回賃金の上昇に伴うY国の生産量の増大効果が大であるため
に(24)は正となり、 Y国の貸金の上昇はY国の生産プラントの生産量を増大させることになる。
(25)は正負判別は不明である。 Z国の賃金上昇は直接的にはY国の生産プラントの生産量を増大
させる。しかし、 (21)が示すようにZ国の貸金上昇は自国の賃金に対して条件により上昇あるい
は下落を引き起こすためにY国への生産量に対して正に働くケースと負に働くケースがあり、そ
の結果として、効果は不明となるD
命題3　中晶質の財の生産国の貸金上昇は同国のプラントの生産量を増大させるo
(19)をZ国の生産プラントの生産量に代入すると、 Z匡Iの生産プラントの生産量はY国とZ国
の賃金の関数となるo Y匡lおよびZ国のそれぞれ貸金の変化に対するZ国プラントの生産量の変
化は
az …αβ(1-37*)十γ{(?+β2十2t*-2)
∂m,　　　　2(1-7*) A
(1-0*) (l-f)dz　-A+
∂wi　　　4(1-7s) A
<0
(26)
(27)
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となる(26)はγ>/3/3呈0…57および2>α2+β2+2γ2を同時に満たすとき、正となり、 Y匡lの賃
金上昇に対してZ匡lの生産プラントの生産量は増大する(17)が示すように自国の賃金が一定の
もとではY国の貸金上昇はZ国の生産プラントの生産量を拡大する。しかし、 (20)が示すように
Y国の賃金上昇は自国の貸金の上昇をもたらすので、 (16)において既に説明したように2ケース
に分かれ、 Z国の生産プラントの生産量への影響は正負両方が可能となるO　この影響も考慮に入れ
ると、上述の条件が成立するもとでは、 Y匡lの賃金上昇がZ園の生産プラントの生産堂を拡大させ
ることになる(27)は負となり、 (18)と同様の結果であるが、 (21)が示すようにZ国の賃金上
昇は自国の賃金の上昇あるいは下落のいずれかの影響が存在する。
したがって、自国の貸金の上昇に伴うZ国の生産プラントの生産量も変化するので、この影響
那(27)に影響を与えていることを考慮に入れることは重要である。
翁題4　中品質の財の生産国の賃金上昇は低品質の財の生産に対してγ>/3/3賀0.57および2>α2
+β2+2γ2を同時に満たすとき、その生産量を増大させる。低品質の財の生産国における賃金の上
昇は常に低品質の財の生産プラントの生産量を増大させるD
最後に検討すべき問題は賃金の上昇は多国籍企業の世界全体の生産量にどのような影響を与える
のかという問題であるo命題2、 3、 4より、中品質の財の生産国の賃金の上昇は多国籍企業の世界
全体の生産量を増大させることは明らかである。
命題5　中品質の財の生産国の賃金上昇はγ>73/3芸0.57および2>α2+β2+2γ2を同時に満たすと
き、多国籍企業の世界全体の生産量を増大させる。
5.結　　論
多国籍企業が自国を含め、 3回の生産プラントにおいて代替的であるが同質的ではない財を生産
する状況のもとで、 3回のそれぞれの貸金の変化が自国を含め、 3匡lの生産プラントにどのような
影響を与えるのかを分析している0本論文において多国籍企業は自国では高品質な財を生産し、中
品質な財および低品質な財を自国以外の2国で生産している状況を考えている。 3国において生産
されたすべての財を多国籍企業が自国市場で独占的に供給しているO　自国には独占的な労働組合が
存在し、自己の効用を最大化するように賃金を決定しているのに対して、 2国では完全娃争的な労
働市場より労働者を雇用している。生産要素としては労働のみであるO労働組合の存在を考えない
もとでは低品質の財を生産する発展途上国における貸金の上昇は自国の生産プラントの生産に対し
ては各国の財の代替性に依存して増大あるいは減少の可能性があるo中晶質の財を生産する国の生
産プラントの生産量に対しては増大効果となるo Lかし、労働組合の効果を考慮に入れると結果は
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かなり異なってくるo労働組合は低品質な財を生産する発展途上国の貸金上昇に対して自国の生産
プラントの生産量が増大する場合には賃金上昇を要求するが、自国の生産プラントの生産量が減少
するときには貸金の引き下げを受け入れる。この影響は自国を含め、 3国の生産プラントの生産量
に影響を与える。自国に対してであるが、低品質の財を生産する発展途上国の賃金の上昇に対して
は依然として生産量への影響は3国間の財の代替性に依存する。しかし、その影響は自国賃金の変
化がおりこまれるために大幅に低下する。中品質の生産国の生産プラントへの影響は不明となる。
中品質の財の生産Blでの賃金上昇は自国の労働組合の影響を考えない場合、自国の生産プラント
の生産量を増大させ、低品質の財の生産プラントの生産量を拡大し、中晶質の財の生産プラントの
の生産量を減少させる。それに対して、労働組合の影響を考えた場合、中晶質の財の生産国の貸金
の上昇は自国の生産プラントの生産量の増大につながるので、労働組合は自国貸金の引き上げを要
求するo　この結果、自国の生産プラントの生産量への影響は増大効果には変化はないが、その効果
は半減するoまた、中品質の財の生産国自身への影響は劇的に変化するo労働組合の影響がない場
合は当然負となるが、労働組合の影響を考慮に入れると、賃金が上昇しているにもかかわらず、中
晶質の財の生産プラントの生産量は増大する。低品質の財を生産する発展途上国への影響は条件に
依存して増大するという弱い効果となっているo
労働組合の存在は日本企業の多El籍化を考えた場合、興味深い0 90年代、 "低界の工場"と言わ
れた中国への生産シフトは日本の生産現場に重大な影響を与えたoその中で、日本の労働組合は雇
用を維持するために賃金の実質的切り下げを受け入れ、より強力な労使協調路線へと進んでいった。
これは結果として、ここ数年の日本への回帰現象へとつながっている可能性がある。本稿は現実面
とはかなり異なるセッティングであるが、自国の労働組合の存在が多国籍企業であるE]本企業の生
産にどのような影響を与えているのかを考察するうえで、重要な示唆を与えていると考えられる。
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